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はじめに
　平成 14 年に約 370 万件にまで達していたわが国の刑法犯認知件数は、その
後年々減少し、同 25 年には約 190 万件と、昭和 56 年以来 32 年ぶりに 200 万
件を下回ることとなった（１）。発生率自体も減少しており、また一方で、一般
刑法犯の検挙率も、かつてのように 60％を超えていた時代には及ぶべくもな

















（１） 　平成 26 年版犯罪白書（法務省法務総合研究所）４頁以下等。平成 26 年は約 176 万
件とさらに減少している。























（４） 　吉中信人「高齢社会に求められる刑事政策」ジュリスト 1389 号（2009）参照。





策に係る調査研究　中間報告書（平成 27 年３月 25 日）」（https://www.npa.go.jp/
safetylife/seianki/jizokukanouchuukanhoukoku.pdf）参照。
（７） 　吉中信人「新しい犯罪対策の評価から市民参加型犯罪予防活動の展開から」警察学
論集第 62 巻第９号 176 頁以下（2009）。
























（８） 　See, N.Yoshinaka, Crime Prevention in Japan: The Significance, Scope, and Limits of 
Environmental Criminology, The Hiroshima Law Journal, Vol.30 No.2,Oct.2006, p.248.
（９） 　吉中信人「市民参加型犯罪予防に関する環境犯罪学的考察」広島法学第 31 巻第３号






















アンケート調査報告書（平成 26 年 12 月）」12 頁。なお、２番目の回答としては、「そ
の他」が約 28％で、その内訳としては、行政や警察、防犯協会、民間企業、市民活動
などがある。
（11） 　Richard J. Terrill, World Criminal Justice Systems (3rd ed.), Anderson Publishing Co., 1997, 
p.244. ここでは、イギリス古法における 10 戸組制度（tithing）との類似性が指摘され
ている。
（12） 　明治 11 年に、いわゆる地方三新法（群区町村編成法、府県会規則、地方税規則）が
制定され、地方自治制度が整備されたが、従前の地域的な自治制度に集権的な干渉な
いし統制を図る意味を包有していた。
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は「部落会」）が組織されはじめ（14）、ほぼ同じ時期に末端組織としての「隣組」









































































（19） 　平成 22 年国勢調査報告書（平成 26 年３月、統計センター）によれば、1920 年に
53.8％だった、第 1次産業人口の割合は、1960 年には 32.7％となり、2010 年には、4.0％
となった。
（20） 　もっとも、最平成 22 年国勢調査によれば、最近では、「単独世帯」の割合が増加傾
向であり、「夫婦と子供から成る世帯」を上回る（平成 22 年において、前者 32.4％、
後者 27.9％）。これは、若者の貧困化や晩婚傾向、高齢者の一人暮らしといった現代的
問題を想起させる。














































































































































































safetylife/seianki55/index.html）によれば、平成 26 年 12 月 31 日現在における自主防犯
活動を行う地域住民・ボランティア団体の団体数は、47,532 団体である（平成 25 年末










































































































































































報告第 44 巻第２号（平成 11 年）52 頁。
（33） 　例えば、リタイヤ世代が、地域のために活動を開始しようとしたときに、既に確立し、
安定している組織の中に頭を下げて入っていける環境がどこにでもあるのか、地域の
名誉職的な役割という位置づけであればなおさら入りにくいこともあるだろう。
213 － 現代社会と犯罪予防活動（吉中）
－ 42 －
ると思われる。地域のことを他人に任せ、住民がボランティア精神のある人
たちに対してフリーライダー化することは好ましいことではない。それなら
ばまだ、アメリカに見られるような、ゲート付きコミュニティ（gated 
community）の方が潔いのかもしれない。そこにおいては、警備労働力の提
供とそれに対する金員の支払いという契約関係が存在するのみである。この
ような時代の流れの中にあって、住民が、地域の伝統を育みながら、祭りや
神楽などの伝統芸能を次世代に継承しつつ、防犯についても、地域を大切に
思う気持ちを持って関わることが望ましいと思うのは、もはや古い考え方で
あろうか。
　最後に、前稿でも述べたことであるが、このような極めて実践的性格を含
むテーマをまとめることは、むしろ抽象的な概念と議論を振り回すことに魅
力を感じる刑事法研究者にとっては、体系的に思考できず、様々な困難を極
めた。一般市民が論じることのできないような高級な（？）思考を考察し、
崇高な理論を紹介し、できれば難解な外国語を翻訳することができるならば、
あるいは学識からは多くの称賛を浴びることができるかもしれない。実践的
な問題を扱う犯罪予防論にさえ、そのような誘惑は常に潜んでいる。もちろ
ん、理論は大切である。しかし、文献から学ぶ「知識」と、現実を動かす「智
慧」との間には、なお越え難い懸隔が存在するようにも思われるのである。
それを克服するには何が必要なのか、今後も引き続き考えていきたい。
